
 

（開発事業用） 

開発事業に関する説明を受ける近隣住民の皆さんへ 

 国立市内で、宅地の開発や集合住宅の建築等の開発事業を行う場合、国立市まちづくり
条例で、次のような手続きを定めています。 
・開発事業を行おうとしている開発事業者による開発事業の周知、説明 
・開発事業に対する住民の皆さんからの意見聴取に関する手続き 
・開発事業について誠意を持って協議し、合意を形成することを目的とする調整会の開催
に関する手続き 

・良好なまちづくりの推進に関する開発事業者と国立市との協議 
 
条例手続きの流れ 
開発事業区域の近隣住民の皆さんは、地域におけるまちづくりを担う一員として、意見

を出すことや調整会の開催要請を請求することにより（下図の⑥意見書の提出及び⑪調整
会開催要請請求書の提出）、開発事業者と開発事業について調整することができます。 

   

 

 

開発事業区域から 

15ｍ（①②③④）、 

当該建築物の高さの２倍（⑤） 

の範囲の土地・建物所有者、 

居住者及び事業を営むもの 
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近隣住民の皆さん 開発事業者 市 

⑨開発事業に関する意見書に対する見解書の送付 

⑧見解書の提出 

⑦開発事業に関する意見書の送付 

⑥開発事業に関する意見書の提出 

縦
覧
期
間
２
週
間 

④近隣住民の皆さんへの説明（個別説明・説明会） 

①500 ㎡以上の宅地開発 

②道路位置指定行為 

③10戸（16戸）以上の集合住宅 

④1,000 ㎡以上の建築物 

⑤10ｍ以上の建築物、ほか 

 

③標識設置届の提出 

②標識の設置 
縦
覧
期
間
３
週
間 

開発事業者は開発事業の周知を図

るため、標識を設置し、標識設置届

を市に提出します。 

①開発事業事前協議書の提出 

開発事業者は開発事業について、
近隣住民の皆さんに対し、説明会

又は個別説明により説明します。 

近隣住民の皆さんは、開発事業事前協
議書の縦覧開始から説明会等報告書

の縦覧満了日までに、開発構想に対

する意見書を市に提出できます。 
※意見書様式はホームページから

ダウンロードが可能です。 

⑤説明会等報告書の提出 

⑩見解書の 
公表 

市は、受理した開発事業に対する意
見書の写しを開発事業者に送付し、

見解書の提出を求めます。 

また、開発事業者から提出された見
解書の写しを意見書提出者に送付

します。 

縦
覧
期
間
２
週
間 

近隣住民の皆さんは、見解書の縦覧開

始から縦覧満了日までに、誠意を持っ
て協議し、合意形成を目的とする調整

会の開催要請請求書を市に提出できま

す。 
※意見書様式はホームページから
ダウンロードが可能です。 

⑪調整会開催要請請求書の提出 

⑫調整会の開催要請又は開催要請しない旨の通知書の送付 

２
週
間 

⑬調整会の開催（意見のやりとり） 

 
⑭開発協議 

⑮開発事業承認申請・承認通知 

市は、開発事業者と開発事業につい

て協議を行います。 

条例手続きが行われ、開発事業の承
認申請の内容が開発事業の基準に

適合していると認める場合は、開発

事業承認書を事業者に交付します。
承認を行います。 
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